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1. はじめに 

聴覚障害者や高齢者への情報保障手段である

要約筆記には「PC 要約筆記」と「手書き要約筆

記」があり、いずれも要約筆記者が講演や番組

などを聞き取り、リアルタイムで要約を行ない、

キーボードや手書きで入力する。一般に日本語

の発話速度は 200～400 文字/分であり、要約筆

記者による入力量は PC の場合で 100～200 文字/

分、手書きの場合で 40～80 文字/分となってい

る。要約筆記者は「速く」、「正確に」、「読

みやすく」の 3 原則をもとに、技術の向上を目

指してさまざまな研修プログラムで訓練を重ね

る。個々の研修プログラムでは要約筆記の品質

の尺度として、要約筆記利用者からのフィード

バックや意見・要望を受けることが多い[1]。こ

れらのフィードバックは個々の事例として受け

ることが多く、定量的な品質評価を受けること

はほとんどなかった。そのため、長期間の研修

を経ても要約筆記の品質向上の実感が得られに

くくなっていた。これまで筆者らは講演者の発

話内容のテキストと要約筆記者が入力したテキ

ストをもとに定量的な評価ができるシステムを

試作した[2][3]。要約評価計算には重み付き編

集距離単位(主に形態素基本形と品詞)列の編集

距離(Levenshtein Distance)計算に基づく方式

を提案した。これにより個々の文や段落など局

所的範囲での評価に有効性を確認できた。本論

文では、要約評価計算の過程で得られた情報を

もとに要約筆記者が書き下したテキストについ

て、よりよい要約テキストとなるような書き換

え候補を提示・確認する機能とともに、システ

ムの未熟性のために評価できなかった部分から

よりよい要約表現を抽出する機能を紹介する。

これにより、要約筆記者がよりよい要約ができ

るように支援することを目指している。 

2. 品質評価に利用した要約筆記データ 

要約筆記研修プログラムで使用した発話テキ

スト(T と表わす)と要約筆記者 8 名(手書き 4 名、

PC 4 名、それぞれ、H1～H4、P1～P4 で表わす)

でリアルタイム要約筆記したテキストを利用し

た。詳細を表 1 に示す。発話テキストには観光

ガイド(約 4 分)を利用した。文字数には句読点

や記号(矢印記号「→」、項目を表わす中黒

「・」)、繰り返し記号(「〃」など)、削除記号

(訂正線)などを含めている。手書き要約筆記の

場合は PC による要約筆記とは異なり、二次元的

な表現や複数行にわたる括弧記号や行を越えた

矢印記号、横方向の波括弧付きの挿入文字など

が含まれていることがある。その場合には、計

算機可読テキストにする際にはその意図がわか

るように XML タグ付きテキストにした。 

3. 要約筆記品質評価システム 

本システムはテキストアライメントモジュー

ルと品質評価計算モジュールから構成される(図

１)。テキストアラインメントモジュールは発話

テキストと要約筆記テキストを入力とし、統計

情報と言語情報をもとに、動的計画法を利用し

て対応する文や段落を関連づけるモジュールで

ある(ｍ文対ｎ文の対応付け)。アラインメント

単位ごとに発話テキストと要約筆記テキストの

ペアが作成される。品質評価計算モジュールは、

表記のゆれ(漢字の読みのひらがな・カタカナ表

記など)や要約筆記特有の省略表現などを吸収し
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表１．要約筆記テキストと要約評価の向上 
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て正規化した形態素解析結果の形態素列に対し、

単語コスト、品詞コスト、単語間連接コスト、

重複出現コストを統計処理することにより、要

約の品質評価(要約評価)の計算を行なう[2][3]。 

要約評価計算には、発話と要約筆記それぞれ

の形態素列について、各形態素を 0～1 の重み付

き編集単位要素とみなして編集距離を求めるこ

とで求められるものとする。編集距離とは列 A

と列 B について、A を編集操作(削除、挿入、置

換)して B にするときの必要最低限の操作数のこ

とである。要約評価は編集操作コストを発話と

要約筆記の形態素コスト値の総数で割り、数値

の範囲を 0～1 に正規化した数値にした。0 に近

ければ発話との相違が多く、1 に近ければ相違が

少なくなる。表 2 に要約評価計算の例を示す。

表において、行方向は発話テキストの各形態素

の並び、列方向は要約筆記の各形態素の並びで

ある。コスト値は、形態素解析用単語辞書に格

納されている形態素コストを初期値とし、発話

全体で繰り返し出現するごとに形態素コストが

順次単調減少するようにしている。各セル値 Eij

の計算は表 2 の式にて全セルについて計算を行

ない、表の最右下のセル値を 1 から引いた値が

テキスト全体の要約評価となり、この値が１に

近いほどよい要約になる。要約候補の抽出は次

のように行なう。表 2 の要約評価を算出するマ

トリクスにおいて、最右下のセルから最左上の

セルまで評価値が最も小さくなる方向(上方、左

方、左上方のいずれか)に順次たどることで発話

と要約筆記との対応セルを求める。次に、発話

と要約筆記との対応関係のうち相互にマッチし

ないもの(前後のセル間で評価値の差が大きい場

合)を抽出する。表 2 の例では、 

・「急性中耳炎は」(発話)と文頭(要約筆記) 

・「で起こる。」(発話)と「で」(要約筆記) 

が該当する。この際、直前のセルの評価値との

差が大きいもの、発話内の形態素コスト値の大

きいものから優先的に要約候補を提示する。な

お、要約候補の提示における修正箇所は自立語

を含む文節単位とし、文章としての形態素間の

つながりが保たれるようにした。 

4. 実験結果 

筆記者ごとの要約筆記テキストを本システム

に適用した結果を表 1 右側に示す。各筆記者が

書き下した要約筆記テキスト(要約筆記原デー

タ)の要約評価とともに、アラインメント単位ご

との要約候補の提示にしたがい、1 箇所および 2

箇所の修正をほどこした場合の要約評価の変化

を調べてみると、要約筆記原データの要約評価

が低い場合ほど向上分が大きく、効果があるこ

とがわかった。システムによる要約評価計算が

うまくいかなかった部分については、人間固有

の要約がされていると考え、アラインメント単

位ごとに一定以上の要約筆記文字数にもかかわ

らず要約評価が低くなってしまった部分を自動

抽出した(図 2)。以下に例を示す。 

「この像が高村光雲によって建てられたのは

明治 31 年」→「明治 31 年高村こううん立像」 

「この門から多くの大名が城にのぼりまし

た」→「大名の多くはこの門から登城」 

「大手門は関東大震災の折にくずれました」

→「関東大しんさいで大手門倒壊」 

「テレビ放送が始まりました」→「TV 放映ス

タート」 

5. まとめ 

本実験からよりよい要約表現抽出機能(要約候

補提示、候補を利用した場合の評価)の効果が確

認できた。でシステムの要約候補提示機能の効

果が確認できた。今後は、さまざまな要約筆記

データを収集し、要約評価精度の向上や失敗箇

所についての分析を進めるとともに、コスト計

算手法やパラメータの最適化などを行なってい

く。実際に PC 要約筆記する場合に複数人での要

約筆記テキストをマージしてよりよい要約筆記

テキストを構築するなどの応用を検討していく。 
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表２．評価値計算と要約候補抽出 

Ei,j = min(Ei-1,j+Ci-1/C,   Ei,j-1+Cj-1/C,   Ei-1,j-1+ A) 
 
A = 
 

0 :  i-1 と j-1 の位置の形態素がマッチ 

 （表記基本形、品詞、同義語）した場合 

(Ci-1+Cj-1)/C :  上記以外（C:コスト値の総和） 

図２．アラインメントごとの要約評価 
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